
  竹　　　田　　　市

   令　和　7　年　度　　

 竹 田 市 簡 易 水 道 事 業 会 計 予 算 書



議 案 第 １９ 号　

（総則）
第１条　令和7年度竹田市簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）給水戸数 2,817 戸

（２）年間総配水量 1,002,270 ㎥

（３）一日平均配水量 2,745 ㎥

（４）主要な建設改良事業の概要

１．配水施設新設改良工事 20,000 千円

2．配水施設維持工事 5,000 千円

3．仏面配水池整備工事 78,500 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款　水道事業収益 222,677 千円

第１項　営業収益 102,893 千円

第２項　営業外収益 119,782 千円

第３項　特別利益 2 千円

第１款　水道事業費用 228,301 千円

第１項　営業費用 219,531 千円

第２項　営業外費用 8,470 千円

第３項　特別損失 100 千円

第４項　予備費 200 千円

令和7年度　竹田市簡易水道事業会計予算
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（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する71,435千円は、当年度消費税及び地方

　　　消費税資本的収支調整額2,000千円、当年度損益勘定留保資金 69,227千円、繰越利益剰余金208千円で補填するものとする。）

第１款　資本的収入 98,961 千円

第１項　企業債 72,300 千円

第４項　国庫補助金 26,166 千円

第５項　工事負担金 495 千円

第１款　資本的支出 170,396 千円

第１項　建設改良費 104,425 千円

第２項　企業債償還金 65,971 千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企業債）

第6条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び限度額は、次のとおりと定める。
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（一時借入金）

第7条　一時借入金の限度額は、5,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第8条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第9条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

　　　 場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 15,508 千円

（他会計からの補助金）

第10条　簡易水道事業の運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額、減価償却費、資産減耗費及び企業債利息ほかは46,000千円と
定める。

（たな卸資産の購入限度額）

第11条　たな卸資産の購入限度額は、2,500千円と定める。

令和７年２月２６日 提出

竹田市長　　土　居　昌　弘
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令和７年度

竹田市簡易水道事業会計予算に関する説明書



収益的収入及び支出

収　　　入 (単位：千円)

予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　　　　考

１．水 道 事 業 収 益 222,677

１．営 業 収 益 102,893

１．給 水 収 益 102,500 水道使用料

２．受 託 工 事 収 益 0 受託修繕工事収益

３．そ の 他 営 業 収 益 393 督促手数料等

２．営 業 外 収 益 119,782

１．受 取 利 息 及 び 配 当 金 1 預金利息

２．他 会 計 補 助 金 46,000

４．雑 収 益 537

５．長 期 前 受 金 戻 入 43,244

６．資 本 費 繰 入 収 益 30,000

３．特 別 利 益 2

２．過 年 度 損 益 修 正 益 1

３．そ の 他 特 別 利 益 1

－1－

款 項 目

令和７年度　竹田市簡易水道事業会計予算実施計画



支　　　出 (単位：千円)

予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　　　　考

１．水 道 事 業 費 用 228,301

１．営 業 費 用 219,531

１．原 水 及 び 浄 水 費 12,465 原水及び浄水設備の維持管理に要する費用

２．配 水 及 び 給 水 費 41,820 配水及び給水設備の維持管理に要する費用

４．総 係 費 46,051 業務活動の全般に関する費用

５．減 価 償 却 費 118,095 償却資産に係る減価償却費

６．資 産 減 耗 費 1,100 固定資産の除却及びたな卸資産の減耗損失

２．営 業 外 費 用 8,470
１．支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費 4,470 企業債(政府、公庫)利息

３．消 費 税 4,000

４．雑 支 出 0 不用品の売却原価等

３．特 別 損 失 100

２．臨 時 損 失 0

３．過 年 度 損 益 修 正 損 100

４．そ の 他 特 別 損 失 0

６．手 当 0

８．減 損 損 失 0

４．予 備 費 200

１．予 備 費 200
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資本的収入及び支出

収　　　入 (単位：千円)

予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　　　　考

１．資 本 的 収 入 98,961

１．企 業 債 72,300

１．企 業 債 72,300 水道事業債

４．国 庫 補 助 金 26,166

１．国 庫 補 助 金 26,166

５．工 事 負 担 金 495

１．工 事 負 担 金 495 新規加入工事負担金等

６．他 会 計 出 資 金 0

１．他 会 計 出 資 金 0

支　　　出 (単位：千円)

予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　　　　考

１．資 本 的 支 出 170,396

１．建 設 改 良 費 104,425

１．配 水 設 備 工 事 費 103,500 配水設備改良に要する費用

２．固 定 資 産 購 入 費 925 量水器等固定資産購入費

２．企 業 債 償 還 金 65,971

１．企 業 債 償 還 金 65,971 企業債（政府、公庫）元金の償還金
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　　竹田市簡易水道事業会計　間接法 （単位：千円)
Ⅰ．

△ 6,154
118,095

0
1,050

0
0
1

37
0
0

100
△ 43,244

△ 1
4,470
3,843

△ 791
△ 2,363

0
0
0
0

75,043
1

△ 4,470
70,574

Ⅱ．
△ 94,090

0
26,166

450
△ 2,739

△ 70,213
Ⅲ．

72,300
△ 65,971

0
0

一般会計からの出資による収入
0
0

6,329

Ⅳ． 6,690
Ⅴ． 50,937
Ⅵ． 57,627
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現金預金の期末残高

その他収入
その他支出
財務活動によるキャッシュフロー ③

現金預金の増加額④＝①+②+③
現金預金の期首残高

借入金返済による支出

他会計負担金による収入
国庫補助金による収入
工事負担金による収入
その他資本的収入
投資活動に伴う未収金等の債権の減少額
投資活動に伴う未払金等の債務の増加額
投資活動によるキャッシュフロー ②
財務活動によるキャッシュフロー
企業債による収入
その他の企業債の償還による支出
借入れによる収入

固定資産取得・建設改良事業等実施額

たな卸資産の増加額
営業及び営業外未払金・未払費用の減少額
前払金・前払費用減少額
前受金増加額

小計
受取利息及び配当金
支払利息及び企業債取扱諸費
業務活動によるキャッシュフロー ①
投資活動によるキャッシュフロー

その他流動負債の増加
その他流動資産の減少

特別修繕引当金の増加額
貸倒引当金の増加額
長期前受金の戻入額
受取利息及び配当金
支払利息及び企業債取扱費
営業及び営業外未収金減少額

修繕引当金の増加額

令和７年度　竹田市簡易水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

業務活動によるキャッシュフロー
当年度純利益
減価償却費
繰延勘定償却
固定資産除却費
固定資産売却損
退職給付引当金の増加額
賞与引当金の増加額
法定福利費引当金の増加額



（単位：千円）

１． 固定資産

（１）有形固定資産

イ 土地 16,702

ロ 建物 19,941

同減価償却累計額 1,633 18,308

ハ 構築物 1,687,398

同減価償却累計額 260,257 1,427,141

ニ 機械及び装置 265,850

同減価償却累計額 93,752 172,098

ホ 車輌運搬具

同減価償却累計額 0

ヘ 工具器具及び備品

同減価償却累計額 0

ト リース資産 0

同減価償却累計額 0 0

チ 建設仮勘定 6,700

有形固定資産合計 1,640,949

（２）無形固定資産

イ 施設利用権 0

ロ 借地権 0

ハ リース資産 0

無形固定資産合計 0

固定資産合計 1,640,949

２． 流動資産

（１）現金預金 57,627

（２）未収金 13,289

（３）貯蔵品 2,428

（４）前払金 0

（５）貸倒引当金 △ 200

（６）その他流動資産 0

流動資産合計 73,144

３． 繰延勘定
（１）開発費 0

繰延勘定合計 0

資産合計 1,714,093

令和７年度　竹田市簡易水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

【資　    産    　の    　部】
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（単位：千円）

４． 固定負債
（１）

イ 建設改良企業債 249,996
ロ その他企業債 0 249,996

(２)
イ 退職給付引当金 0
ロ 修繕引当金 0 0

（３） リース債務 0
（４） その他固定負債 0

249,996

５． 流動負債
（１）

イ 建設改良企業債 59,700
ロ その他企業債 0 59,700

（２）リース債務 0
（３）引当金

イ 退職給付引当金 0
ロ 賞与引当金 3,071
ハ 法定福利費引当金 563
ニ 修繕引当金 0 3,634

（４） 8,066
（５）前受金 0
（６） 8

流動負債合計 71,408

６． 繰延収益
（１） 767,496
（２）長期前受金収益化累計額 131,991

繰延収益合計 635,505
負債合計 956,909

７． 資本金
（１）自己資本金

イ 固有資本金 741,995
ロ 繰入資本金 0
ハ 組入資本金 6,211
自己資本金合計 748,206
資本金合計 748,206

８． 剰余金
（１）資本剰余金

イ 工事負担金 450
ロ 国庫補助金 0
ハ 受贈財産評価額 0
ニ 再評価積立金 0
ホ 県補助金 0
ヘ 他会計補助金 0
ト  他会計負担金 0
チ 出資金 0
資本剰余金合計 450

（２）利益剰余金
イ 減債積立金 0
ロ 建設改良積立金 0
ハ 繰越利益剰余金

１ 繰越利益剰余金年度末残高 14,681
2 当年度純利益 △ 6,153 8,528

ニ その他未処分利益
　 剰余金変動額 0
利益剰余金合計 8,528
剰余金合計 8,978
資本合計 757,184
負債資本合計 1,714,093

その他流動負債

長期前受金

【資　　　本    　の    　部】

- 6 -

未払金

【負　　　債    　の    　部】

企業債

引当金

　　　固定負債合計

企業債



（単位：千円）

１． 固定資産

（１）有形固定資産

イ 土地 16,702

ロ 建物 19,941

同減価償却累計額 1,633 18,308

ハ 構築物 1,601,550

同減価償却累計額 177,591 1,423,959

ニ 機械及び装置 258,658

同減価償却累計額 58,324 200,334

ホ 車輌運搬具

同減価償却累計額 0

ヘ 工具器具及び備品

同減価償却累計額 0

ト リース資産 0

同減価償却累計額 0 0

チ 建設仮勘定 6,700

有形固定資産合計 1,666,003

（２）無形固定資産

イ 電話加入権 0

ロ 借地権 0

ハ リース資産 0

無形固定資産合計 0

固定資産合計 1,666,003

２． 流動資産

（１）現金預金 50,937

（２）未収金 17,133

（３）貯蔵品 1,637

（４）前払金 0

（５）貸倒引当金 0

（６）その他流動資産 △ 100

流動資産合計 69,607

３． 繰延勘定
（１）開発費 0

繰延勘定合計 0
資産合計 1,735,610

- 7-

令和６年度　竹田市簡易水道事業予定貸借対照表（前年度）

（令和７年３月３１日）

【資　    産    　の    　部】



（単位：千円）

４． 固定負債
（１）

イ 建設改良企業債 237,696
ロ その他企業債 0 237,696

(２)
イ 退職給付引当金 0
ロ 修繕引当金 0 0

（３） リース債務 0
（４） その他固定負債 0

237,696

５． 流動負債
（１）

イ 建設改良企業債 65,671
ロ その他企業債 0 65,671

（２）リース債務 0
（３）引当金

イ 退職給付引当金 0
ロ 賞与引当金 3,070
ハ 法定福利費引当金 526
ニ 修繕引当金 0 3,596

（４） 10,430
（５）前受金
（６） 7

流動負債合計 79,704
６． 繰延収益

（１） 743,619
（２）長期前受金収益化累計額 88,746 654,873

負債合計 972,273

７． 資本金
（１）自己資本金

イ 固有資本金 741,995
ロ 繰入資本金 0
ハ 組入資本金 0
自己資本金合計 741,995
資本金合計 741,995

８． 剰余金
（１）資本剰余金

イ 工事負担金 450
ロ 国庫補助金 0
ハ 受贈財産評価額 0
ニ 再評価積立金 0
ホ 県補助金 0
ヘ 他会計補助金 0
ト  他会計負担金 0
チ 出資金 0
資本剰余金合計 450

（２）利益剰余金
イ 減債積立金 0
ロ 建設改良積立金 0
ハ 繰越利益剰余金

１ 繰越利益剰余金年度末残高 12,507
2 当年度純利益 2,174 14,681

ニ その他未処分利益 6,211
　 剰余金変動額 20,892
利益剰余金合計 21,342
剰余金合計 763,337
資本合計 1,735,610
負債資本合計

未　払　金

【負　　　債    　の    　部】

企　業　債

引当金

　　　固定負債合計

企　業　債

その他流動負債

長期前受金

【資　　　本    　の    　部】
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（単位：千円)
１． 営業収益

（１） 給水収益 93,182
（２） 受託工事収益 0
（３） その他営業収益 414 93,596

２． 営業費用
（１） 原水及び浄水費 11,400
（２） 配水及び給水費 38,807
（３） 受託工事費 0
（４） 総係費 43,893
（５） 減価償却費 119,152
（６） 資産減耗費 1,050
（７） その他営業費用 0 214,302

営業利益 △ 120,706

３． 営業外収益
（１） 受取利息及び配当金 5
（２） 他会計補助金 49,700
（３） 消費税還付金 0
（４） 雑収益 668
（５） 長期前受金戻入 44,868
（６） 資本費繰入収益 37,000 132,241

４． 営業外費用
（１） 支払利息及び企業債取扱諸費 5,696
（２） 繰延勘定償却 0
（４） 雑支出 3,574 9,270 122,971

経常利益 2,265

５． 特別利益
（１） 固定資産売却利益 0
（２） 過年度損益修正益 0
（３） その他の特別利益 0 0

６． 特別損失
（１） 固定資産売却損 0
（２） 臨時損失 0
（３） 過年度損益修正損 91
（４） その他特別損失 0
（６） 手当 0
（８） 減損損失 0 91 △ 91

当年度純利益 2,174
前年度繰越利益剰余金 18,718
その他未処分利益剰余金変動額 △ 6,211
当年度未処分利益剰余金 14,681

令和６年度　竹田市簡易水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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注記
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　　令和５年度から、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　

　１．棚卸し資産の評価基準及び評価方法
　　　材料及び量水器　　　　先入先出法による原価法
　２．有形固定資産の減価償却方法
　　(1) 減価償却の方法　　　定額法による。
　　(2) 主な耐用年数
　　　・建物　　　　　　　　　  　１３～３８年
　　　・構築物　　　　　　　　   ３０～６０年　　　　　　
　　　・機械及び装置　　　  　　８～２０年
　　　・車両運搬具　　　　　　          ５年
　　　・工具器具及び備品 　 　２～１５年
　　(３)重要なリース取引の処理方法
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
　　会計処理による。
　３．引当金の計上方法
　　(1) 退職給付引当金
　　　　職員の退職手当は一般会計が負担することとなっているため、計上しない。
　　(2) 賞与引当金
　　　　職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年
　  　度の負担に属する額を計上する。
　　(3) 修繕引当金
　　　　毎事業年度の修繕費の平準化を図るため、当該年度の修繕費予算額から執行額を控除し
　　　た額を計上することとする。
　　(4) 貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
　　　する。
　　(5) 法定福利費引当金
　　　　職員の期末勤勉支給時の負担金支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基
　  　づき、当年度の負担に属する額を計上する。
　４．消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式による。

Ⅱ．セグメント情報に関する注記
　　単一事業運営のため記載を省略する。

- 10 -



収益的収入及び支出
(単位：千円)

本年度 前年度
予定額 予定額 金　　　額

１ 222,677 235,304 △ 12,627
1. 営 業 収 益 102,893 103,395 △ 502

１． 給 水 収 益 102,500 103,000 △ 500
１． 水 道 料 金 102,500 ・水道使用料

　給水戸数　　2,817戸
　給水人口　　5,816人

２． 受 託 工 事 収 益 0 0 0
１． 給 水 工 事 収 益 0
２． 修 繕 工 事 収 益 0
３． 手 数 料 0

３． そ の 他 営 業 収 益 393 395 △ 2
１． 材 料 売 却 収 益 0
２． 他 会 計 負 担 金 300
３． 手 数 料 92 ・督促手数料等
４． 雑 収 益 1

2. 営 業 外 収 益 119,782 131,907 △ 12,125
１． 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1 1 0

１． 預 金 利 息 1
２． 有 価 証 券 利 息 0

２． 他 会 計 補 助 金 46,000 46,700 △ 700
１． 他 会 計 補 助 金 46,000

４． 雑 収 益 537 512 25
１． 不 用 品 売 却 収 益 0
２． そ の 他 雑 収 益 537

５． 長 期 前 受 金 戻 入 43,244 44,694 △ 1,450
４． 国庫補助金長期前受金戻入 20,694
５． 他 会 計 負 担 金 21,711
８． その他資本剰余金長期前受金戻入 839

7． 資 本 費 繰 入 収 益 30,000 40,000 △ 10,000
1． 資本費繰入収益 30,000

令和7年度　竹田市簡易水道事業会計予算事項別明細書

収   入

水 道 事 業 収 益

－ 11 －

区　　　　　　　分
説　　　　　　　明款　　　　　　項 目 比　　較 節



(単位：千円)
本年度 前年度
予定額 予定額 金　　　額

3. 特 別 利 益 2 2 0
２． 過 年 度 損 益 修 正 益 1 1 0

１． 過 年 度 損 益 修 正 益 1
３． そ の 他 特 別 利 益 1 1 0

１． そ の 他 特 別 利 益 1

(単位：千円)
本年度 前年度
予定額 予定額 金　　　額

１. 228,301 230,394 △ 2,093
1. 営 業 費 用 219,531 218,737 794

１． 原 水 及 び 浄 水 費 12,465 12,442 23
１０． 備 消 耗 品 費 0
１１． 燃 料 費 48 ・公用車燃料費等
１２． 光 熱 費 120 ・水源地電気料
１８． 賃 借 料 392 ・土地借地料
２１． 動 力 費 10,800 ・水源地電気料
２２． 薬 品 費 1,105 ・次亜塩素酸ソーダ等購入費
２４． 材 料 費 0

２． 配 水 及 び 給 水 費 41,820 38,678 3,142
１． 給 料 4,821 ・工務係1名分
２． 手 当 3,050 ・扶養 492、通勤125

  住居81、時間外 500
　期末勤勉 1,612、児童手当 240

５． 法 定 福 利 費 1,449 ・市町村職員共済組合費等
１０． 備 消 耗 品 費 30 ・工具、図面用消耗品等
１１． 燃 料 費 144 ・公用車燃料費等
１２． 光 熱 費 1,200 ・配水池電気料
１４． 通 信 運 搬 費 4,188 ・配水池通信料
１６． 委 託 料 10,613 ・配水池草刈、量水器取替

  水道台帳管理システム保守
  施設保守点検、配水池清掃等

１８． 賃 借 料 273 ・水道台帳管理ｼｽﾃﾑ使用料、用地借地料

比　　較 節 説　　　　　　　明
区　　　　　　　分

水 道 事 業 費 用

款　　　　　　項 目

－ 12 －

支   出

款　　　　　　項 目 比　　較 節 説　　　　　　　明
区　　　　　　　分



(単位：千円)
本年度 前年度
予定額 予定額 金　　　額

１９． 修 繕 費 10,000 ・配水管等修繕費
２０． 路 面 復 旧 費 1 ・舗装修繕費
２１． 動 力 費 3,600 ・配水池加圧ﾎﾟﾝﾌﾟ電気料等
２４． 材 料 費 1,500 ・修繕等材料費
２５． 補 償 金 1 ・補償金
201． 賞 与 引 当 金 繰 入 額 800 ・翌年度6月分賞与引当額
202． 法定福利費引当金繰入額 150 ・翌年度6月分賞与引当額

４． 総 係 費 46,051 46,218 △ 167
１． 給 料 4,824 ・庶務係1名分
２． 手 当 2,813 ・扶養 306、通勤 99

　住居 81、時間外 500
　期末勤勉 1,587、児童手当 240

５． 法 定 福 利 費 1,517 ・市町村職員共済組合費等
６． 旅 費 0

１０． 備 消 耗 品 費 90 ・事務用備品、消耗品等
１１． 燃 料 費 96 ・公用車燃料費等
１２． 光 熱 費 60 ・テレメーター室電気料
１３． 印 刷 製 本 費 539 ・納付書等印刷
１４． 通 信 運 搬 費 456 ・後納郵便料等
１６． 委 託 料 18,131 ・料金収納関連、システム保守等
１７． 手 数 料 15,001 ・水質検査、口座振替等手数料
１８． 賃 借 料 949 ・料金、会計電算機器システムリース料
１９． 修 繕 費 225 ・公用車修繕費
２５． 補 償 金 1 ・補償金
３１． 保 険 料 270 ・水道賠償責任保険等
３２． 公 課 費 35 ・自動車重量税
201． 賞 与 引 当 金 繰 入 額 794 ・翌年度6月分賞与引当額
202． 法定福利費引当金繰入額 150 ・翌年度6月分賞与引当額
206． 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 100

５． 減 価 償 却 費 118,095 120,349 △ 2,254
３３． 有形固定資産減価償却費 118,095 ・配水管等減価償却費

－ 13 －

款　　　　　　項 目 比　　較 節 説　　　　　　　明
区　　　　　　　分



(単位：千円)
本年度 前年度
予定額 予定額 金　　　額

６． 資 産 減 耗 費 1,100 1,050 50
３５． 固 定 資 産 除 却 費 1,050 ・配水管、量水器等除却費
３６． た な 卸 資 産 減 耗 費 50 ・貯蔵材料不良品処分等

2. 営 業 外 費 用 8,470 13,005 △ 2,786
１． 支 払 利 息 及 び 4,470 6,127 △ 1,657

企 業 債 取 扱 諸 費 ３９． 企 業 債 利 息 4,470 ・政府及び公庫企業債利息
４０． 借 入 金 利 息 0

３． 消 費 税 4,000 5,129 △ 1,129
３２． 公 課 費 4,000

４． 雑 支 出 0 0 0
４６． 不 用 品 売 却 原 価 0

3. 特 別 損 失 100 4,787 △ 101
２． 臨 時 損 失 0 0 0

５２． 臨 時 損 失 0
３． 過 年 度 損 益 修 正 損 100 100 0

５３． 過 年 度 損 益 修 正 損 100
４． そ の 他 特 別 損 失 0 1 △ 1

５４． そ の 他 特 別 損 失 0
６． 手 当 0 0 0

２． 手 当 0
８． 減 損 損 失 0 100 △ 100

２０９． 減 損 損 失 0
４. 予 備 費 200 200 0

１． 予 備 費 200 200 0
９０． 予 備 費 200

－ 14 －

款　　　　　　項 目 比　　較 節 説　　　　　　　明
区　　　　　　　分



資本的収入及び支出
(単位：千円)

本年度 前年度
予定額 予定額 金　　　額

１. 98,961 26,248 72,713
1. 企 業 債 72,300 26,000 46,300

１． 企 業 債 72,300 26,000 46,300
１． 企 業 債 72,300 ・水道事業債等

2. 他 会 計 負 担 金 0 1 △ 1
１． 他 会 計 負 担 金 0 1 △ 1

１． 他 会 計 負 担 金 0
4. 国 庫 補 助 金 26,166 0 26,166

１． 国 庫 補 助 金 26,166 0 26,166
１． 国 庫 補 助 金 26,166

5. 工 事 負 担 金 495 247 248
１． 工 事 負 担 金 495 247 248

１． 工 事 負 担 金 495 ・新規加入金等

(単位：千円)
本年度 前年度
予定額 予定額 金　　　額

１. 170,396 117,370 53,026
1. 建 設 改 良 費 104,425 37,100 67,325

１． 配 水 設 備 工 事 費 103,500 34,500 69,000
１６． 委 託 料 0
２３． 工 事 請 負 費 103,500 ・水源施設改修工事等
２５． 補 償 金 0

２． 固 定 資 産 購 入 費 925 2,600 △ 1,675
６１． 機械及び装置購入費 925 ・量水器購入
６４． 用 地 費 0

2. 企 業 債 償 還 金 65,971 80,270 △ 14,299
１． 企 業 債 償 還 金 65,971 80,270 △ 14,299

５７． 企 業 債 償 還 金 65,971 ・政府及び公庫企業債元金

収   入

支   出

資 本 的 収 入

款　　　　　　項 目

資 本 的 支 出

－ 15 －

説　　　　　　　明
区　　　　　　　分

款　　　　　　項 目 比　　較

比　　較 説　　　　　　　明節
区　　　　　　　分

節



(単位：千円)
本年度 前年度
予定額 予定額 金　　　額

51
2,500 2,500 0

2,500 2,500 0

2,500 2,500 0 100. たな卸資産購入限度額 2,500 ・貯蔵品購入

たな卸資産購入限度額
　支　　出

款　　　　　　項 目 比　　較

1.  た　な　卸　資　産
    購　入　限　度　額

説　　　　　　　明
区　　　　　　　分

た　な　卸　資　産
購 入　 限　度　額
1.  た　な　卸　資　産
    購　入　限　度　額

節
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１．総　括

職員数 報  酬 給  料 職員手当等 計 共 済 費 合  計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

2 9,645 7,462 17,107 3,229 20,336

2 9,478 7,308 16,786 3,221 20,007

167 154 321 8 329

区  分 扶養手当 通勤手当 住居手当 管 理 職 時 間 外 休日勤務 期末勤勉 特殊勤務 児童手当 退職手当
手    当 手    当 手    当 手    当 手    当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 798 224 162 1,000 4,798 480

前年度 732 247 303 1,000 4,606 420

比　較 66 △ 23 △ 141 0 192 60

－ 17 －

給     与     費

本 年 度

区    分     備      考

給   与   費   明   細   書

の　内　訳

前 年 度

比 　 較

職員手当等



２．給料及び職員手当等の増減額の明細

区　分 増減額（千円）　　 増減事由別内訳(千円) 　　　　　　　説　　　　　　　明 　　　 備　　　考

給与改定に伴う増減分 12

普通昇給に伴う増加分 6

その他増減分 149

制度改正に伴う増減分 93

その他増減分 61

３．給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当り給与

平均年齢 47.0
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給  料

令和６年人事院勧告等による給料表の増
額改定

昇給・昇格等に伴う増

職員の異動に伴う増減等

167

職員手当等

令和６年人事院勧告等に伴う期末勤勉手
当月数の増（+0.1）、扶養手当及び児童
手当の制度見直しに係る増減等

職員の異動に伴う各種手当の増減等

区  分 一般職

154

平均給料月額 410,480
令和7年1月1日 平均給与月額

平均年齢 48.0
428,684

平均給料月額 367,833
令和6年1月1日 平均給与月額 413,454



（２）   初　任　給（初級試験）

高　校　卒

（３）   級別職員数

　　昇給

職　員　数（人) 構　成　比（％) 区　　        分 合     計
0 0.0 令和 2
0 0.0 7 2
2 100.0 年 2号給（人）

0 0.0 1 号給数別内訳 4号給（人） 2
0 0.0 月 6号給（人）

0 0.0 1 8号給（人）

0 0.0 日 比率 (B)/(A)　　　　　　　％ 100.0% 
2 100.0 令和 2
0 0.0 6 2
0 0.0 年 2号給（人）

0 0.0 1 4号給（人） 2
1 50.0 月 6号給（人）

1 50.0 1 8号給（人）

0 0.0 日 100.0% 
0 0.0

0 0.0

2 100.0

比率 (B)/(A)　　　　　　　％

職      員      数       (A)
昇給に係る職員数 (B)

職      員      数       (A)
昇給に係る職員数 (B)

号給数別内訳

令和６年１月１日現在 4　級

級

195,200 195,200

区分

8　級

7　級

6　級

5　級

一般会計の制度
区　　分 一　般　職(円)

3　級

2　級

　計

1　級

　計

一　　　　　　　般　　　　　　　職

令和７年１月１日現在

7　級

6　級

5　級

行政職（円)

4　級

3　級

2　級

1　級
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（級別の標準的な職務内容）
区　　　　分 ４級

  係長及び副主幹の
一　　般　　職 　職務 　する課長の職務

（４）期末・勤勉手当

（５）その他の手当

同　　　　　　　　　　じ
同　　　　　　　　　　じ

同　　　　　　　　　　じ

2.250 2.250
2.300

区　　　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

2.300
前　　　年　　　度

－ 20 －

住　　　居　　　手　　　当
通　　　勤　　　手　　　当

差　　　異　　　の　　　内　　　容

4.600

扶　　　養　　　手　　　当

2.3002.300本　　　年　　　度

一般会計の制度
4.500
4.600

国と同じ

国と同じ
国と同じ

区　　　　　分
６月（月分）

備　　　考支給率計（月分）
１２月（月分）

支　　給　　期　　間　　別　　支　　給　　率

　の職務

１級 ２級 ３級
　主事の職務

　務困難な業務を処
　理する課長補佐の

  課長及び参事の職
６級５級

  課長補佐及び主幹
７級

　職務

  主査の職務　主任の職務 　困難な業務を処理



(単位：千円）

左の財源内訳

期　　間 金　額 期　　間 金　額 営業収益

令和7年度

56,382 - ～ 56,382 56,382

令和9年度

令和8年度

8,892 - ～ 8,892 8,892

令和12年度

上下水道料金システム更改構築業務（簡易水
道）

（令和7年度/上下水道課）

上下水道料金等収納関連業務（簡易水道分）
（令和6年度/上下水道課）

債務負担行為に関する調書

事　　　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の
支 払 義 務 発 生 （ 見込 ）額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

-21-


